
令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 136 障がい者福祉計画策定事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 障がい者福祉

主管課名 福祉課 課長名 深津　栄子
この事務事業の開始時期 平成１８年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 障がい者基本法、児童福祉法等

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

平成30年3月に「みよし市障がい者福祉計画」（第４ 国の基本指針に即して、障がいのある人が地域で自分
期みよし市障がい者計画、第５期みよし市障がい福祉 らしく自立した生活を送ることができるよう、障がい
計画、第１期みよし市障がい児福祉計画）を策定した 福祉サービスや相談支援の提供体制を確保し、業務を
。「第５期みよし市障がい福祉計画」、「第１期みよ 円滑に実施するための計画を策定する。
し市障がい児福祉計画」は令和２年度が終期であるた
め、令和２年度に次期計画を策定した。
 
「ＳＤＧｓの取り組み

令

：３，17」

「第６期

和

みよし市障がい福祉計

 

画」、「第２期みよし

3

市障がい児福祉計画」

年

を策定
R2年度に実施

度

した具体的な した。
事

（

業の方法、手順、指標

2

に対す
る成果等

事務事

年

業を取り巻く状況は過

度

去と比べ変化している

実

か (1)活動指標（事

施

務事業の活動量を表す

分

指標）

・障がい者及び

）

その家族のニーズが多

事

様化している。 名称 単

務

位
・市内の障がい福祉

事

事業所が不足している

業

。 ① 審議会開催数 回
変

目

 化
②

内 容

対象(こ

的

の事業の対象、範囲と

評

なる人、物) (2)対

価

象指標（対象の大きさ

表

を表す指標）

障がい者

様

名称 単位
市民 ① 障がい

式

者手帳所持者 人
② 人口

1

人

目的(この事業によ

-

って上記対象をどのよ

1

うな状態にしたいのか

記

) (3)成果指標（目

入

的の達成度を示す指標

日

）

障がい者に意見を出

令

してもらう 名称 単位
市

和

民等に意見を出しても

0

らう ① 障がい者の意見

3

数 件
② パブコメ、アン

年

ケートでの意見数 件

結

1

果(上位基本事業の意

2

図) (4)結果の成果

月

指標（上位基本事業の

0

成果指標）

住み慣れた

7

地域で安心して生活し

日

てもらう 名称 単位
① 障

１

がい福祉サービスの利

事

用者数 人
② 障がい福祉

務

サービスの利用率 ％

事

事

務事業の各種指標の実

業

績と見込及び目標

H3

の

1年度 R2年度 R2年

現

度 R3年度 R4年度 R

状

5年度 R6年度
指標 

　

＼ 年度 単位
実績値 計

Ｐ

画値 実績値 計画値 目標

Ｌ

値 目標値 目標値
(1)

Ａ

の ① 回 1 3 3 1 1 3 1

Ｎ

活動指標 ②
(2)の ①

及

人 2,232 2,23

び

1 2,247 2,27

Ｄ

9 2,289 2,29

Ｏ

9 2,309
対象指標

事

② 人 61,604 61

務

,570 61,236

事

62,100 62,3

業

60 62,620 62

名

,880
(3)の ① 件

N

3 9 0 3 3 9 3
成果指

o

標 ② 件 0 5 0 0 0 5 0

.

(4)の結果の ① 人 5

1

00 500 504 51

3

1 513 515 517

6

成果指標 ② ％ 22.4

障

22.4 22.4 22

が

.4 22.4 22.4

い

22.4
予算費目 会計

者

01 一般会計 款 03

福

項 01 目 01

コスト 年

祉

度 H31年度 R2年度

計

R2年度 R3年度 R4

画

年度 R5年度 R6年度

策

実績値 計画値 実績値 計

定

画値 目標値 目標値 目標

事

値
事業費(決算又は予

業

算額)Ａ 単位 84 2,

政

500 1,576 10

策

0 1,700 3,30

こ

0 100

財
源
内
訳

 国

の

庫支出金 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 県支出金 千円

務

0 0 0 0 0 0 0
 地方

事

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

業

 その他 千円 0 0 0 0

施

0 0 0
 一般財源 千円

策

84 2,500 1,5

の

76 100 1,700

位

3,300 100
人件

置

費Ｂ 千円 332 332

基

332 332 332 3

本

32 332
正職員従事

事

時間×人数 時間×人 1

業

00× 1 100× 1 1

主

00× 1 100× 1 1

管

00× 1 100× 1 1

課

00× 1
正職員以外の

名

人件費 千円 0 0 0 0 0

課

0 0
その他の費用Ｃ 千

長

円 0 0 0 0 0 0 0
トー

名

タルコストA+B+C

こ

千円 416 2,832

の

1,908 432 2,

事

032 3,632 43

務

2
単位あたりコスト ①

事

千円/人 0.2 1.3

業

0.8 0.2 0.9 1

の

.6 0.2
（ﾄｰﾀﾙ

開

ｺｽﾄ/(2)の対象

始

指標）② 千円/人 0 0

時

0 0 0 0.1 0

1

期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

える必要はないが、意

業

見を出しやすくする工

名

夫が必要。
事業進展等

N

による環境変化 □ ある

o

に伴い、目的を見直す

.

（目
その理由

的の追加

1

・拡充又は絞込）

必要

3

はありませんか？ ■ な

6

い

有
効
性

計画策定業務

障

のため、現状以上の成

が

果向上は難しい。
今以

い

上に事業の成果を向上

者

させる方法を記入して

福

下さ

い。 内　容
※(3

祉

)の成果指標を向上さ

計

せる

　ことはできます

画

か？

計画通り。
目的達

策

成状況 内　容

□民間へ

定

の一部委託 □民間への

事

全部委託
市関与の必要

業

性 □指定管理 □補助金

２

・負担金助成 ■市の直

評

営
内　容

　（実施手法

価

） 市が作成する計画で

　

あるため。

効
率
性

事業

Ｃ

内容を鑑みると、統廃

Ｈ

合による事業の効率化

Ｅ

又は成果の向上は難し

Ｃ

い。
事務事業の統廃合

Ｋ

により、

事業の効率化

目

を図り、成果
内　容

を

的

向上させる方法を記入

妥

し

て下さい。

事務内容

当

を鑑みると、削減は難

性

しい。
現状より事業費

こ

・人件費を

削減する方

の

法を記入して下

さい。

事

（仕様の変更、外部 内

業

　容
委託、従事時間の

の

削減等は

できないか？

必

)

公
平
性

直接的な受益

要

者はいない。
□ ある □

性

現状で適正
受益者負担

は

はありますか？

また、

薄

受益者負担割合は適 □

れ

ない □ 検討が必要 内　

て

容
正ですか？

■ 受益者

得

がいない

３
改
革
改
善
案

ら

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

他計画

れ

との整合性を図る必要

て

がある 地域における各

い

種関係団体、国、県
事

る

業実施上の課題、住 。

い

との連携。
民・議会等

ま

からの意見 意　見 対応

せ

策
と対応策

「第６期み

ん

よし市障がい福祉計画

か

」 「第４期みよし市障

。

がい者計画」の
R3年

十

度の事業計画は前 変　

分

更
、「第２期みよし市

な

障がい児福祉計 進捗状

成

況を確認するため、審

果

議会を
年度から変更・

が

追加は 前年度 ・
画」を

理

策定 １回開催予定
ある

　

か 追　加

今後の事業・

由

コスト・成果の方向性

得

今後の事業の方向性、

ら

改革・改善案
※今年度

れ

からの具体的な事業の

て

進め方、手段の見直し

い

等、各方向性の内容

　

ま

　　　　　　　　□　

す

拡大 現状維持
　　　　

か

　　　　　□　改善
　

？

　　　　　　　　■　

得

現状維持
　　　　　　

ら

　　　□　縮小
　　　

れ

　　　　　　□　統合

て

　　　　　　　　　□

い

　完了
　　　　　　　

な

　　□　廃止・休止
コ

い

ストの方向性
　　　　

事

　　　　　↑　増加
成

業

果の方向性
　　　　　

進

　　　　→　維持

2

展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 136 障がい者福祉計画策定事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

法律上、策定が義務付けられた計画であり、障がい福祉施策
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

を進める上での指針となっている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

環境の変化はあるが、対象者は計画

様

に関わっており、見直

式

す必要はな
事業進展等

1

による環境変化
□ ある

-

い。
に伴い、対象を見

2

直す（拡
その理由

大・

事

縮小）必要はありませ

務

■ ない
んか？

目的は変



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 143 心身障がい者扶助費等給付事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 障がい者福祉

主管課名 福祉課 課長名 深津　栄子
この事務事業の開始時期 昭和４７年７月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市在宅心身障がい者扶助費支給条例他

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・障がい者手帳所持者に対し、在宅心身障がい者扶助 ・心身の健康保持及び日常生活の利便性を図るため、
費を支給 身体障がい者、知的障がい者及び精神障がい者に扶助
・難病患者見舞金・交通費 愛知県で特定医療受給者 費を支給する。
証を受けている人、人工透析を受けている人に見舞金 ・障がい者の自立した生活の維持、拡大を支える住ま
と通院に対する交通費を支給 い作りの推進を図るため市民に対し障がい者等住宅改
・精神又は身体に著しい重度の障がいがあり、日常生 修費給付を行う。
活で常時特

令

別の介護を必要とする

和

人（児）に対して特 ・

 

特別障がい者手当始め

3

３つの手当については

年

、支給
別障がい者手当

度

等を支給 額の負担が必

（

要
 「ＳＤＧｓの取り

2

組み：１，３」 負担割

年

合：国制度分　国　3

度

/4、市　1/4
  

実

         県

施

制度分　県　10/1

分

0
申請受理、審査、決

）

定、扶助費の支給を行

事

った。
R2年度に実施

務

した具体的な
事業の方

事

法、手順、指標に対す

業

る成果等

事務事業を取

目

り巻く状況は過去と比

的

べ変化しているか (1

評

)活動指標（事務事業

価

の活動量を表す指標）

表

平成１８年度から障が

様

い者自立支援法が施行

式

され、障がい 名称 単位

1

福祉への関心が高まっ

-

た。 ① 手当支給件数 件

1

変 化
②

内 容

対象(

記

この事業の対象、範囲

入

となる人、物) (2)

日

対象指標（対象の大き

令

さを表す指標）

在宅心

和

身障がい者 名称 単位
①

0

障がい者手帳所持者数

3

人
②

目的(この事業に

年

よって上記対象をどの

1

ような状態にしたいの

2

か) (3)成果指標（

月

目的の達成度を示す指

0

標）

経済的負担の軽減

7

を図る。 名称 単位
心身

日

の健康保持と自立した

１

生活の支援を図る。 ①

事

扶助費受給者数 人
②

結

務

果(上位基本事業の意

事

図) (4)結果の成果

業

指標（上位基本事業の

の

成果指標）

住み慣れた

現

地域で安心して生活し

状

てもらう。 名称 単位
①

　

自立支援給付の受給率

Ｐ

％
② 扶助費の受給率 ％

Ｌ

事務事業の各種指標の

Ａ

実績と見込及び目標

H

Ｎ

31年度 R2年度 R2

及

年度 R3年度 R4年度

び

R5年度 R6年度
指標

Ｄ

 ＼ 年度 単位
実績値

Ｏ

計画値 実績値 計画値 目

事

標値 目標値 目標値
(1

務

)の ① 件 1,503 1

事

,502 1,563 1

業

,586 1,593 1

名

,600 1,607
活

N

動指標 ②
(2)の ① 人

o

2,232 2,231

.

2,247 2,279

1

2,289 2,299

4

2,309
対象指標 ②

3

(3)の ① 人 1,50

心

3 1,502 1,56

身

3 1,586 1,59

障

3 1,600 1,60

が

7
成果指標 ②

(4)の

い

結果の ① ％ 22.4 2

者

2.4 22.4 22.

扶

4 22.4 22.4 2

助

2.4
成果指標 ② ％ 6

費

7.3 67.3 69.

等

6 69.6 69.6 6

給

9.6 69.6
予算費

付

目 会計 01 一般会計

事

款 03 項 01 目 02

コ

業

スト 年度 H31年度 R

政

2年度 R2年度 R3年

策

度 R4年度 R5年度 R

こ

6年度
実績値 計画値 実

の

績値 計画値 目標値 目標

事

値 目標値
事業費(決算

務

又は予算額)Ａ 単位 9

事

9,428 109,3

業

01 104,417 1

施

14,082 114,

策

359 114,599

の

114,839

財
源
内

位

訳

 国庫支出金 千円 1

置

1,406 12,44

基

9 11,420 12,

本

788 12,788 1

事

2,788 12,78

業

8
 県支出金 千円 2,

主

013 2,226 2,

管

273 2,392 2,

課

392 2,392 2,

名

392
 地方債 千円 0

課

0 0 0 0 0 0
 その他

長

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

名

一般財源 千円 86,0

こ

09 94,626 90

の

,724 98,902

事

99,179 99,4

務

19 99,659
人件

事

費Ｂ 千円 5,073.

業

3 5,590.3 6,

の

327 5,334.3

開

5,334.3 5,3

始

34.3 5,334.

時

3
正職員従事時間×人

期

数 時間×人 367× 3

事

367× 3 350× 4

務

367× 3 367× 3

区

367× 3 367× 3

分

正職員以外の人件費 千

法

円 1,418 1,93

定

5 1,679 1,67

受

9 1,679 1,67

託

9 1,679
その他の

事

費用Ｃ 千円 570 57

務

0 363 363 363

自

363 363
トータル

治

コストA+B+C 千円

事

105,071.3 1

務

15,461.3 11

こ

1,107 119,7

の

79.3 120,05

事

6.3 120,296

務

.3 120,536.

事

3
単位あたりコスト ①

業

千円/人 47.1 51

の

.8 49.4 52.6

根

52.4 52.3 52

拠

.2
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

法

/(2)の対象指標）

令

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

事

0

1

業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ため
事業進展等による

業

環境変化 □ ある
に伴い

名

、目的を見直す（目
そ

N

の理由
的の追加・拡充

o

又は絞込）

必要はあり

.

ませんか？ ■ ない

有
効

1

性

制度の周知に努め、

4

障がい程度に応じた適

3

正な支給決定を行うこ

心

とにより、成
今以上に

身

事業の成果を向上
果向

障

上の余地がある。
させ

が

る方法を記入して下さ

い

い。 内　容
※(3)の

者

成果指標を向上させる

扶

　ことはできますか？

助

計画通り
目的達成状況

費

内　容

□民間への一部

等

委託 □民間への全部委

給

託
市関与の必要性 □指

付

定管理 □補助金・負担

事

金助成 ■市の直営
内　

業

容
　（実施手法） 市か

２

らの支給である。

効
率

評

性

近隣市町の動向をう

価

かがい、同様の手当て

　

の統廃合を図る。
事務

Ｃ

事業の統廃合により、

Ｈ

事業の効率化を図り、

Ｅ

成果
内　容

を向上させ

Ｃ

る方法を記入し

て下さ

Ｋ

い。

同様の手当ての統

目

廃合を図ることで、事

的

業費等を削減できる。

妥

現状より事業費・人件

当

費を

削減する方法を記

性

入して下

さい。（仕様

こ

の変更、外部 内　容
委

の

託、従事時間の削減等

事

は

できないか？)

公
平

業

性

手当受給者に負担を

の

課すことはできない。

必

□ ある ■ 現状で適正
受

要

益者負担はありますか

性

？

また、受益者負担割

は

合は適 ■ ない □ 検討が

薄

必要 内　容
正ですか？

れ

□ 受益者がいない

３
改

て

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

得

Ｎ

事業開始から時間が

ら

経過しており、 近隣市

れ

町の動向をうかがい、

て

同様の
事業実施上の課

い

題、住 支給対象者・支

る

給手当額等制度の見 手

い

当ての統廃合を図る。

ま

民・議会等からの意見

せ

意　見 直しの検討が必

ん

要。 対応策
と対応策

申

か

請受理、審査、決定、

。

扶助費の支 さんさんバ

十

ス料金助成を実施
R3

分

年度の事業計画は前 変

な

　更
給を行った。

年度

成

から変更・追加は 前年

果

度 ・
タクシー料金助成

が

をチケット１枚60
あ

理

るか 追　加
0円、1回

　

上限3,600円とし

由

た。

今後の事業・コス

得

ト・成果の方向性 今後

ら

の事業の方向性、改革

れ

・改善案
※今年度から

て

の具体的な事業の進め

い

方、手段の見直し等、

ま

各方向性の内容

　　　

す

　　　　　　□　拡大

か

社会福祉の理念に基づ

？

き、在宅の心身障がい

得

者に対し
　　　　　　

ら

　　　□　改善 心身障

れ

がい者扶助費を支給す

て

ることによって、心身

い

の
　　　　　　　　　

な

■　現状維持 健康保持

い

の増進と向上を引き続

事

き図る必要がある。
　

業

　　　　　　　　□　

進

縮小
　　　　　　　　

展

　□　統合
　　　　　

等

　　　　□　完了
　　

に

　　　　　　　□　廃

よ

止・休止
コストの方向

る

性
　　　　　　　　　

環

→　維持
成果の方向性

境

　　　　　　　　　→

変

　維持

2

化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 143 心身障がい者扶助費等給付事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

在宅の障がい者の経済的負担軽減が図れている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

所得制限、施設入所者、住所要件（１年以上在住）等の条件を見直す
事業

様

進展等による環境変化

式

■ ある ことにより、対

1

象を拡大できる。
に伴

-

い、対象を見直す（拡

2

その理由
大・縮小）必

事

要はありませ
□ ない

ん

務

か？

目的に変化はない



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 144 障がい者自立支援事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 障がい者福祉

主管課名 福祉課 課長名 深津　栄子
この事務事業の開始時期 平成１８年度から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、児童福祉法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

障がい福祉サービス利用希望者に対し、適正な給付を 自立支援給付は、障がい者が自ら福祉サービス事業者
行う。 を選択し、事業者と契約して福祉サービスを利用する
障がい福祉サービスの利用者・保護者への相談支援を 制度。福祉サービスには、自宅におけるヘルパー、事
行い、必要な情報の提供や助言を行う。 業所への入所、通所などがあり、費用は1割を自己負
自立支援給付、地域生活支援事業（障がい福祉サービ 担、9割を給付する。
ス）の支給を決定する。 地域生活支援事業は自立

令

支援給付、自立支援医

和

療など
 の給付事業と

 

は別に、市町村の実情

3

に合わせた事業を
 「

年

ＳＤＧｓの取り組み：

度

３，10」 実施してい

（

く。

市役所福祉課、相

2

談支援事業所等による

年

聴き取り調査を行い、

度

障がい者（児）及び
R

実

2年度に実施した具体

施

的な その家族のニーズ

分

に応じた障がい福祉サ

）

ービスの利用につなげ

事

た。
事業の方法、手順

務

、指標に対す
る成果等

事

事務事業を取り巻く状

業

況は過去と比べ変化し

目

ているか (1)活動指

的

標（事務事業の活動量

評

を表す指標）

障がい福

価

祉サービス利用者の増

表

加に伴い、給付費も増

様

加し 名称 単位
ている。

式

① 自立支援給付、地活

1

支援事業決定者数 人
変

-

 化
② 相談支援の相談

1

件数 件
内 容

対象(こ

記

の事業の対象、範囲と

入

なる人、物) (2)対

日

象指標（対象の大きさ

令

を表す指標）

障がい者

和

名称 単位
① 障がい者手

0

帳所持者数 人
②

目的(

3

この事業によって上記

年

対象をどのような状態

1

にしたいのか) (3)

2

成果指標（目的の達成

月

度を示す指標）

障がい

0

者（児）が地域で安全

7

に安心して生活できる

日

。 名称 単位
家族等介護

１

者の介護負担の軽減を

事

図る。 ① 自立支援給付

務

決定者数 人
② 地域生活

事

支援事業決定者数 人

結

業

果(上位基本事業の意

の

図) (4)結果の成果

現

指標（上位基本事業の

状

成果指標）

住み慣れた

　

地域で生活してもらう

Ｐ

名称 単位
① 自立支援給

Ｌ

付の受給率 ％
② 扶助費

Ａ

の受給率 ％

事務事業の

Ｎ

各種指標の実績と見込

及

及び目標

H31年度 R

び

2年度 R2年度 R3年

Ｄ

度 R4年度 R5年度 R

Ｏ

6年度
指標 ＼ 年度

事

単位
実績値 計画値 実績

務

値 計画値 目標値 目標値

事

目標値
(1)の ① 人 5

業

00 500 504 51

名

0 513 515 517

N

活動指標 ② 件 4,60

o

0 4,650 4,51

.

0 4,574 4,59

1

3 4,612 4,63

4

1
(2)の ① 人 2,2

4

32 2,231 2,2

障

47 2,279 2,2

が

89 2,299 2,3

い

09
対象指標 ②
(3)

者

の ① 人 441 450 4

自

70 477 479 48

立

1 483
成果指標 ② 人

支

214 215 188 1

援

91 192 193 19

事

4
(4)の結果の ① ％

業

22.4 22.4 22

政

.4 22.4 22.4

策

22.4 22.4
成果

こ

指標 ② ％ 67.3 67

の

.3 69.6 69.6

事

69.6 69.6 69

務

.6
予算費目 会計 01

事

 一般会計 款 03 項 0

業

1 目 02

コスト 年度 H

施

31年度 R2年度 R2

策

年度 R3年度 R4年度

の

R5年度 R6年度
実績

位

値 計画値 実績値 計画値

置

目標値 目標値 目標値
事

基

業費(決算又は予算額

本

)Ａ 単位 766,74

事

9 844,745 83

業

1,872 889,3

主

36 897,506 8

管

97,506 897,

課

506

財
源
内
訳

 国庫

名

支出金 千円 237,8

課

17 357,748 2

長

58,980 411,

名

603 411,603

こ

411,603 411

の

,603
 県支出金 千

事

円 119,002 17

務

9,056 130,3

事

81 205,982 2

業

05,982 205,

の

982 205,982

開

 地方債 千円 0 0 0 0

始

0 0 0
 その他 千円 0

時

58 150,313 5

期

7 57 57 57
 一般

事

財源 千円 409,93

務

0 307,883 29

区

2,198 271,6

分

94 279,864 2

法

79,864 279,

定

864
人件費Ｂ 千円 2

受

0,886.4 22,

託

251 24,597.

事

9 24,973 24,

務

973 24,973 2

自

4,973
正職員従事

治

時間×人数 時間×人 1

事

,045× 6 1,11

務

2× 6 923× 8 1,

こ

071× 7 1,071

の

× 7 1,071× 7 1

事

,071× 7
正職員以

務

外の人件費 千円 70 1

事

00 83 83 83 83

業

83
その他の費用Ｃ 千

の

円 1,703 1,69

根

0 1,474 1,47

拠

4 1,474 1,47

法

4 1,474
トータル

令

コストA+B+C 千円

事

789,338.4 8

業

68,686 857,

の

943.9 915,7

概

83 923,953 9

要

23,953 923,

現

953
単位あたりコス

在

ト ① 千円/人 353.

の

6 389.4 381.

状

8 401.8 403.

況

6 401.9 400.

と

2
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

こ

(2)の対象指標）②

の

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

事

1

務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

い
んか？

環境の変化は

業

あるが、目的に変化は

名

ないため。
事業進展等

N

による環境変化 □ ある

o

に伴い、目的を見直す

.

（目
その理由

的の追加

1

・拡充又は絞込）

必要

4

はありませんか？ ■ な

4

い

有
効
性

相談支援事業

障

を充実させ、相談者の

が

ニーズを拾い、福祉サ

い

ービスにつなげてい
今

者

以上に事業の成果を向

自

上
く

させる方法を記入

立

して下さ

い。 内　容
※

支

(3)の成果指標を向

援

上させる

　ことはでき

事

ますか？

計画通り
目的

業

達成状況 内　容

■民間

２

への一部委託 □民間へ

評

の全部委託
市関与の必

価

要性 □指定管理 □補助

　

金・負担金助成 □市の

Ｃ

直営
内　容

　（実施手

Ｈ

法） 相談支援事業は、

Ｅ

市内法人に委託して実

Ｃ

施。

効
率
性

高齢者、児

Ｋ

童分野と協調すること

目

で、効率的に成果を向

的

上させることができる

妥

事務事業の統廃合によ

当

り、
。

事業の効率化を

性

図り、成果
内　容

を向

こ

上させる方法を記入し

の

て下さい。

事務内容を

事

鑑みると、削減は難し

業

い。
現状より事業費・

の

人件費を

削減する方法

必

を記入して下

さい。（

要

仕様の変更、外部 内　

性

容
委託、従事時間の削

は

減等は

できないか？)

薄

公
平
性

障がい者の日常

れ

生活及び社会生活を総

て

合的に支援
■ ある ■ 現

得

状で適正
受益者負担は

ら

ありますか？ するため

れ

の法律に基づく負担割

て

合となっており、
また

い

、受益者負担割合は適

る

□ ない □ 検討が必要 内

い

　容 個々の状況に応じ

ま

た軽減もあるため。
正

せ

ですか？
□ 受益者がい

ん

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

か

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

相談支援事

。

業、成年後見支援事業

十

の 相談支援事業の追加

分

、成年後見支援
事業実

な

施上の課題、住 充実 セ

成

ンターの設置
民・議会

果

等からの意見 意　見 対

が

応策
と対応策

成年後見

理

支援センターを開所さ

　

せた 相談支援事業、成

由

年後見支援事業の
R3

得

年度の事業計画は前 変

ら

　更
。 検証を行う。

年

れ

度から変更・追加は 前

て

年度 ・
あるか 追　加

今

い

後の事業・コスト・成

ま

果の方向性 今後の事業

す

の方向性、改革・改善

か

案
※今年度からの具体

？

的な事業の進め方、手

得

段の見直し等、各方向

ら

性の内容

　　　　　　

れ

　　　□　拡大 適切な

て

給付の実施と、相談支

い

援事業の充実。
　　　

な

　　　　　　□　改善

い

　　　　　　　　　■

事

　現状維持
　　　　　

業

　　　　□　縮小
　　

進

　　　　　　　□　統

展

合
　　　　　　　　　

等

□　完了
　　　　　　

に

　　　□　廃止・休止

よ

コストの方向性
　　　

る

　　　　　　→　維持

環

成果の方向性
　　　　

境

　　　　　→　維持

2

変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 144 障がい者自立支援事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

相談件数、福祉サービス利用者数共に年々増加している。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に定
事業進展等に

様

よる環境変化
□ ある 義

式

される障がい者（児）

1

を対象としており、拡

-

大することは難しい。

2

に伴い、対象を見直す

事

（拡
その理由

大・縮小

務

）必要はありませ
■ な



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 148 障がい者福祉センター事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 障がい者福祉

主管課名 福祉課 課長名 深津　栄子
この事務事業の開始時期 昭和６２年４月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市障がい者福祉センター設置条例等

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

障がい者福祉センターを指定管理者制度により管理、 障がい者（児）に対し、各種のサービスを提供するこ
運営を行う。 とにより、社会生活への適応性を高め、障がい者（児
 ）の福祉の増進を図る。
「ＳＤＧｓの取り組み：３」

指定管理によりセンターの管理運営と地域生活支援事業の地域活動支援センター事
R2年度に実施した具体的な 業をみよし市社会福祉協議会に業務委託して実施。各種相談、機能回復や創作的活
事業の方法、手順、指標に対す 動を展開した。
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化

令

しているか (1)活動

和

指標（事務事業の活動

 

量を表す指標）

市内障

3

がい者数の増加、障が

年

い程度の多様化・重度

度

化が進 名称 単位
んでい

（

る。 ① 年間開所日数 日

2

変 化
②

内 容

対象(

年

この事業の対象、範囲

度

となる人、物) (2)

実

対象指標（対象の大き

施

さを表す指標）

障がい

分

者 名称 単位
① 障がい者

）

手帳所持者 人
②

目的(

事

この事業によって上記

務

対象をどのような状態

事

にしたいのか) (3)

業

成果指標（目的の達成

目

度を示す指標）

障がい

的

者の活動場所が確保で

評

き、心身共に成長する

価

ことができる 名称 単位

表

。 ① 障がい者福祉セン

様

ターの延べ利用者数 人

式

介護者の介護・育児負

1

担が軽減できる。 ② 運

-

営に関するトラブル及

1

び苦情件数 件

結果(上

記

位基本事業の意図) (

入

4)結果の成果指標（

日

上位基本事業の成果指

令

標）

住み慣れた地域で

和

安心して生活してもら

0

う 名称 単位
① 自立支援

3

給付の受給率 ％
② 扶助

年

費の受給率 ％

事務事業

1

の各種指標の実績と見

2

込及び目標

H31年度

月

R2年度 R2年度 R3

0

年度 R4年度 R5年度

7

R6年度
指標 ＼ 年

日

度 単位
実績値 計画値 実

１

績値 計画値 目標値 目標

事

値 目標値
(1)の ① 日

務

240 245 241 2

事

41 243 243 24

業

3
活動指標 ②
(2)の

の

① 人 2,232 2,2

現

31 2,247 2,2

状

79 2,289 2,2

　

99 2,309
対象指

Ｐ

標 ②
(3)の ① 人 77

Ｌ

7 800 815 835

Ａ

855 875 895
成

Ｎ

果指標 ② 件 0 0 1 0 0

及

0 0
(4)の結果の ①

び

％ 22.4 22.4 2

Ｄ

2.4 22.4 22.

Ｏ

4 22.4 22.4
成

事

果指標 ② ％ 67.3 6

務

7.3 69.6 69.

事

6 69.6 69.6 6

業

9.6
予算費目 会計 0

名

1 一般会計 款 03 項

N

01 目 04

コスト 年度

o

H31年度 R2年度 R

.

2年度 R3年度 R4年

1

度 R5年度 R6年度
実

4

績値 計画値 実績値 計画

8

値 目標値 目標値 目標値

障

事業費(決算又は予算

が

額)Ａ 単位 34,75

い

8 30,700 30,

者

003 19,232 2

福

2,932 19,73

祉

2 19,732

財
源
内

セ

訳

 国庫支出金 千円 0

ン

0 0 0 0 0 0
 県支出

タ

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

ー

 地方債 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 その他 千円 1

業

0,300 0 0 0 0 0

政

0
 一般財源 千円 24

策

,458 30,700

こ

30,003 19,2

の

32 22,932 19

事

,732 19,732

務

人件費Ｂ 千円 1,71

事

3.1 1,713.1

業

1,660 1,115

施

.5 1,115.5 1

策

,115.5 1,11

の

5.5
正職員従事時間

位

×人数 時間×人 258

置

× 2 258× 2 500

基

× 1 112× 3 112

本

× 3 112× 3 112

事

× 3
正職員以外の人件

業

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

主

その他の費用Ｃ 千円 1

管

06 102 101 10

課

1 101 101 101

名

トータルコストA+B

課

+C 千円 36,577

長

.1 32,515.1

名

31,764 20,4

こ

48.5 24,148

の

.5 20,948.5

事

20,948.5
単位

務

あたりコスト ① 千円/

事

人 16.4 14.6 1

業

4.1 9 10.5 9.

の

1 9.1
（ﾄｰﾀﾙｺ

開

ｽﾄ/(2)の対象指

始

標）② 千円/ 0 0 0 0

時

0 0 0

1

期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

することは難しい。
大

業

・縮小）必要はありま

名

せ
■ ない

んか？

目的に

N

変化はないため。
事業

o

進展等による環境変化

.

□ ある
に伴い、目的を

1

見直す（目
その理由

的

4

の追加・拡充又は絞込

8

）

必要はありませんか

障

？ ■ ない

有
効
性

市民の

が

ニーズに応じ、開所日

い

数を増加し、事業の拡

者

大を図る。
今以上に事

福

業の成果を向上

させる

祉

方法を記入して下さ

い

セ

。 内　容
※(3)の成

ン

果指標を向上させる

　

タ

ことはできますか？

指

ー

定管理、事業委託と運

事

営方法に変更があり、

業

計画通り達成できてい

２

ない。
目的達成状況 内

評

　容

□民間への一部委

価

託 □民間への全部委託

　

市関与の必要性 ■指定

Ｃ

管理 □補助金・負担金

Ｈ

助成 □市の直営
内　容

Ｅ

　（実施手法） 民間法

Ｃ

人の専門性を活用しつ

Ｋ

つ、効果的、効率的な

目

運営が可能になる。

効

的

率
性

市の障がい者福祉

妥

の拠点として位置付け

当

られており、統廃合す

性

ることは困難で
事務事

こ

業の統廃合により、
あ

の

る。
事業の効率化を図

事

り、成果
内　容

を向上

業

させる方法を記入し

て

の

下さい。

実施事業を県

必

指定の事業に移行する

要

ことで、法人の収入は

性

増加し、市の負担は
現

は

状より事業費・人件費

薄

を
軽減する。

削減する

れ

方法を記入して下

さい

て

。（仕様の変更、外部

得

内　容
委託、従事時間

ら

の削減等は

できないか

れ

？)

公
平
性

障がい者の

て

日常生活及び社会生活

い

を総合的に支援
■ ある

る

■ 現状で適正
受益者負

い

担はありますか？ する

ま

ための法律に基づく負

せ

担割合となっており、

ん

また、受益者負担割合

か

は適 □ ない □ 検討が必

。

要 内　容 個々の状況に

十

応じた軽減もあるため

分

。
正ですか？

□ 受益者

な

がいない

３
改
革
改
善
案

成

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

障がい

果

福祉の拠点として、存

が

続を希 指定管理者制度

理

にて管理、運営を行
事

　

業実施上の課題、住 望

由

。 う。
民・議会等から

得

の意見 意　見 対応策
と

ら

対応策

指定管理者制度

れ

により管理、運営を 引

て

き続き指定管理者制度

い

により管理
R3年度の

ま

事業計画は前 変　更
法

す

人に委託し、地域活動

か

支援センタ 、運営を行

？

う。
年度から変更・追

得

加は 前年度 ・
ー事業を

ら

実施。  
あるか 追　加

れ

今後の事業・コスト・

て

成果の方向性 今後の事

い

業の方向性、改革・改

な

善案
※今年度からの具

い

体的な事業の進め方、

事

手段の見直し等、各方

業

向性の内容

　　　　　

進

　　　　□　拡大 障が

展

い者福祉センターを指

等

定管理者制度により管

に

理、
　　　　　　　　

よ

　□　改善 運営を行う

る

。
　　　　　　　　　

環

■　現状維持
　　　　

境

　　　　　□　縮小
　

変

　　　　　　　　□　

化

統合
　　　　　　　　

あ

　□　完了
　　　　　

る

　　　　□　廃止・休

に

止
コストの方向性
　　

伴

　　　　　　　↑　増

い

加
成果の方向性
　　　

、

　　　　　　→　維持

対

2

象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 148 障がい者福祉センター事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

施設が老朽化しており、身体障がい者にとって利用しやすい
この事業の必要性は薄れて □ 得られている

建物とは言えない。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ ■ 得られていない

障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

様

るための法律に定
事業

式

進展等による環境変化

1

□ ある 義される障がい

-

者、障がい児を対象と

2

しており、現状より対

事

象を拡大
に伴い、対象

務

を見直す（拡
その理由



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 149 障がい者施設整備事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 障がい者福祉

主管課名 福祉課 課長名 深津　栄子
この事務事業の開始時期 平成８年４月１日 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 障害者支援施設整備事業費補助金交付要綱他

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

障がい福祉サービス事業所「さくらの丘」施設建設に 「さくらの丘」の償還金については平成24年度から令
伴う、医療事業団、愛知県県社会福祉協議会貸付金の 和13年度で償還完了。
償還金の県補助分を除いた額を市より補助することに 障がい者の日中活動の場を確保し、生活指導、創作活
より、福祉の増進と施設の健全運営を図る。 動等を行うことにより、社会的自立を図り、社会復帰
障がい者に通所の場を確保し、生活指導、創作活動等 を促進するための施設整備の支援をする。
を行うことにより、社会的自立を図り

令

社会復帰を促進
する。

和

 
「ＳＤＧｓの取り組

 

み：３」

医療事業団、

3

県社会福祉協議会から

年

の借入償還金元金及び

度

利子の県補助を除いた

（

残
R2年度に実施した

2

具体的な 額を補助した

年

。
事業の方法、手順、

度

指標に対す
る成果等

事

実

務事業を取り巻く状況

施

は過去と比べ変化して

分

いるか (1)活動指標

）

（事務事業の活動量を

事

表す指標）

市内障がい

務

者の通所系事業所が不

事

足している。 名称 単位

業

① 心身障がい者施設整

目

備補助金額 千円
変 化

的

② 借入金額残額 千円
内

評

 容

対象(この事業の

価

対象、範囲となる人、

表

物) (2)対象指標（

様

対象の大きさを表す指

式

標）

施設整備（事業団

1

借入）をした社会福祉

-

法人 名称 単位
① 施設整

1

備をした社会福祉法人

記

数 法人
②

目的(この事

入

業によって上記対象を

日

どのような状態にした

令

いのか) (3)成果指

和

標（目的の達成度を示

0

す指標）

民間による施

3

設整備を促進できるよ

年

う負担軽減を行う。 名

1

称 単位
① 補助金額/（

2

借入金＋利子）金額 ％

月

②

結果(上位基本事業

0

の意図) (4)結果の

7

成果指標（上位基本事

日

業の成果指標）

住み慣

１

れた地域で生活しても

事

らう 名称 単位
① 自立支

務

援給付の受給率 ％
② 扶

事

助費の受給率 ％

事務事

業

業の各種指標の実績と

の

見込及び目標

H31年

現

度 R2年度 R2年度 R

状

3年度 R4年度 R5年

　

度 R6年度
指標 ＼ 

Ｐ

年度 単位
実績値 計画値

Ｌ

実績値 計画値 目標値 目

Ａ

標値 目標値
(1)の ①

Ｎ

千円 2,737 2,7

及

01 2,701 2,6

び

64 2,629 2,5

Ｄ

92 2,555
活動指

Ｏ

標 ② 千円 43,292

事

39,053 39,0

務

53 34,868 30

事

,737 26,660

業

22,636
(2)の

名

① 法人 2 2 2 2 2 2 2

N

対象指標 ②
(3)の ①

o

％ 64 64 64 64 6

.

4 64 64
成果指標 ②

1

(4)の結果の ① ％ 2

4

2.4 22.7 22.

9

4 22.4 22.4 2

障

2.4 22.4
成果指

が

標 ② ％ 67.3 68 6

い

9.6 69.6 69.

者

6 69.6 69.6
予

施

算費目 会計 01 一般

設

会計 款 03 項 01 目 0

整

4

コスト 年度 H31年

備

度 R2年度 R2年度 R

事

3年度 R4年度 R5年

業

度 R6年度
実績値 計画

政

値 実績値 計画値 目標値

策

目標値 目標値
事業費(

こ

決算又は予算額)Ａ 単

の

位 5,737 5,70

事

1 5,701 2,66

務

4 5,629 8,59

事

2 5,555

財
源
内
訳

業

 国庫支出金 千円 0 0

施

0 0 0 0 0
 県支出金

策

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

の

地方債 千円 0 0 0 0 0

位

0 0
 その他 千円 0 0

置

0 0 0 0 0
 一般財源

基

千円 5,737 5,7

本

01 5,701 2,6

事

64 5,629 8,5

業

92 5,555
人件費

主

Ｂ 千円 49.8 49.

管

8 49.8 49.8 4

課

9.8 49.8 49.

名

8
正職員従事時間×人

課

数 時間×人 15× 1 1

長

5× 1 15× 1 15×

名

1 15× 1 15× 1 1

こ

5× 1
正職員以外の人

の

件費 千円 0 0 0 0 0 0

事

0
その他の費用Ｃ 千円

務

0 0 0 0 0 0 0
トータ

事

ルコストA+B+C 千

業

円 5,786.8 5,

の

750.8 5,750

開

.8 2,713.8 5

始

,678.8 8,64

時

1.8 5,604.8

期

単位あたりコスト ① 千

事

円/法人 2,893.

務

4 2,875.4 2,

区

875.4 1,356

分

.9 2,839.4 4

法

,320.9 2,80

定

2.4
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

受

ﾄ/(2)の対象指標

託

）② 千円/ 0 0 0 0 0

事

0 0

1

務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ていく必要がある。
事

業

業進展等による環境変

名

化 □ ある
に伴い、目的

N

を見直す（目
その理由

o

的の追加・拡充又は絞

.

込）

必要はありません

1

か？ ■ ない

有
効
性

現状

4

以上に負担軽減措置は

9

図れない。
今以上に事

障

業の成果を向上

させる

が

方法を記入して下さ

い

い

。 内　容
※(3)の成

者

果指標を向上させる

　

施

ことはできますか？

医

設

療事業団、愛知県県社

整

会福祉協議会貸付金の

備

償還金の補助は令和１

事

３年度に
目的達成状況

業

内　容 終了する予定で

２

計画通り。

□民間への

評

一部委託 □民間への全

価

部委託
市関与の必要性

　

□指定管理 ■補助金・

Ｃ

負担金助成 □市の直営

Ｈ

内　容
　（実施手法）

Ｅ

市からの直接補助であ

Ｃ

る。

効
率
性

類似事業は

Ｋ

ない。事業廃止すると

目

、法人の運営に影響す

的

る。
事務事業の統廃合

妥

により、

事業の効率化

当

を図り、成果
内　容

を

性

向上させる方法を記入

こ

し

て下さい。

事務内容

の

を鑑みると、削減は難

事

しい。
現状より事業費

業

・人件費を

削減する方

の

法を記入して下

さい。

必

（仕様の変更、外部 内

要

　容
委託、従事時間の

性

削減等は

できないか？

は

)

公
平
性

直接的な受益

薄

者はいないため
□ ある

れ

□ 現状で適正
受益者負

て

担はありますか？

また

得

、受益者負担割合は適

ら

□ ない □ 検討が必要 内

れ

　容
正ですか？

■ 受益

て

者がいない

３
改
革
改
善

い

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

市内

る

の障がい福祉サービス

い

事業所が 障がい福祉サ

ま

ービス事業所の誘致。

せ

事業実施上の課題、住

ん

不足している。
民・議

か

会等からの意見 意　見

。

対応策
と対応策

計画通

十

り、対象団体に補助を

分

行う。 継続して実施す

な

るため、前年度と同
R

成

3年度の事業計画は前

果

変　更
様・同規模で実

が

施。
年度から変更・追

理

加は 前年度 ・
あるか 追

　

　加

今後の事業・コス

由

ト・成果の方向性 今後

得

の事業の方向性、改革

ら

・改善案
※今年度から

れ

の具体的な事業の進め

て

方、手段の見直し等、

い

各方向性の内容

　　　

ま

　　　　　　□　拡大

す

市内に新たに開設され

か

る福祉サービス事業所

？

に対し補
　　　　　　

得

　　　□　改善 助金を

ら

拠出することで事業所

れ

増加を進める。
　　　

て

　　　　　　■　現状

い

維持  
　　　　　　　

な

　　□　縮小
　　　　

い

　　　　　□　統合
　

事

　　　　　　　　□　

業

完了
　　　　　　　　

進

　□　廃止・休止
コス

展

トの方向性
　　　　　

等

　　　　↑　増加
成果

に

の方向性
　　　　　　

よ

　　　→　維持

2

る環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 149 障がい者施設整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

計画的に補助しており、法人の負担軽減につながっていると
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

聴取している。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市内障がい者の通所系事業所が不足しており、対象拡大等の検討

様

が必
事業進展等による

式

環境変化
■ ある 要。

に

1

伴い、対象を見直す（

-

拡
その理由

大・縮小）

2

必要はありませ
□ ない

事

んか？

市の障がい者福

務

祉計画に沿って対応し


